
第７次山形県保健医療計画　第３部地域編　村山地域二次保健医療圏（平成３０年度～３５年度）の進捗状況

項　　 目 実　　　　施　　　　状　　　　況

　県及び医療機関は、医療機関の病床機能の分化・連携のあり方について協議を進めま
す。

【病床機能調整ワーキングにおける協議状況】
①平成30年5月28日
　・地域医療構想の進め方等について
　・東北中央病院及び寒河江市立病院の医療体制の整備について
②平成30年9月21日
　・地域医療構想の推進に関する進捗状況及びアンケート結果について
　・天童市民病院及びみゆき会病院の医療体制の整備について
※県立中央病院及び朝日町立病院の医療体制の整備については3月7日に開催予定の村山地域保健医療協議
会で協議。

計画目標・主な施策

（２）医療施設

主な
施策

主な
施策

評価
目標

病院及び診療所等に立入検査を実施して必要な指導・助言を行っている。
　　立入検査件数（平成31年１月末現在）　病院33件、診療所147件

　県は、住民に対し適切な保健・医療サービスが提供されるよう、医療監視などを通じて
医療機関等に対する指導・助言を行います。

　地域連携パスに参加する医療機関の数を平成30年度は16.3%とします。　地域連携パスに参加する医療機関の数を平成30年度は16.3%とします。

　臨床研修医及び看護学生等の研修・実習を受け入れ、保健医療従事者等の確保・定着に向けた取組みを進め
ている。
　（１）臨床研修医　　　　　　　　 受入数　 　17名　（９班、研修期間は1週間×８班、２週間×１班）
　（２）医学生・看護学生等　　　受入数　　358名
　（３）地域医療実習（医学生）　受入数  　　3名
　　　　　平成30年度は西川町立病院・山形市立病院済生館の協力を得て実施
　　　　　実習日：平成30年８月２０日（西川町立病院）～２１日（山形市立病院済生館）

　県及び関係機関は、地域保健医療協議会における検討を通し、医療資源が比較的充
実している東南村山地域と他2地域との連携強化を図ります。

　3月7日開催予定の村山地域保健医療協議会において各施策の進め方について協議する。

１　医療提供体制
（１） 医療従事者

数値
目標

　県及び関係機関は、医師・看護師等生涯サポートプログラム等の施策を通して医療従
事者の確保や養成に取り組んでいきます。

　臨床研修医及び看護学生等の研修・実習受入れの際に、地域の現状や県修学資金等を説明し、地元への定着
を促している。

　人口１０万対医師数を平成30年度は289.9人とします。また、人口10万対看護師数を平
成30年度は1216.4人とします。

　県は、臨床研修医の研修や医学生・看護学生の実習の受け入れを積極的に実施し、県
内への医療従事者の定着を図ります。

【地域連携パスに参加している医療機関】（平成31年１月末現在）
　平成29年度81施設⇒平成30年度86施設（病院14か所、診療所72箇所　16.8%）
◇平成30年度の目標値である16.3%を達成している。今後は、村山地域医療情報ネットワーク（べにばなネット）の
活用も含めた検討を行っていく。

　平成30年の数値については来年度に公表予定。

項目 現状 

目  標 

2018 

（H30） 

2019 

（H31） 

2020 

（H32） 

2021 

（H33） 

2022 

（H34 ） 

2023 

（H35） 

地域連携パスに参加する 

医療機関の数 

15.8% 

（81施設） 

（H29） 

16.3% 16.8% 17.3% 17.8% 18.3% 18.8% 

 

項目 現状 

目  標 

2018 

（H30） 

2019 

（H31） 

2020 

（H32） 

2021 

（H33） 

2022 

（H34） 

2023 

（H35） 

人口 10万対 

医師数 

287.0人 

（H28） 

289.9 

人 
－ 

292.8 

人 
－ 

295.7 

人 
－ 

人口 10万対 

看護師数 

1149.7人 

（H28） 

1216.4 

人 
－ 

1286.9

人 
－ 

1361.1 

人 
－ 
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第７次山形県保健医療計画　第３部地域編　村山地域二次保健医療圏（平成３０年度～３５年度）の進捗状況

項　　 目 実　　　　施　　　　状　　　　況計画目標・主な施策

（４）周産期医療

評価
目標

主な
施策

主な
施策

評価
目標

【小児救急医療啓発事業】
（１）小児救急医療講習会開催数　９回
　　山形市３回、寒河江市１回、上山市１回、天童市１回、中山町１回、朝日町１回、大石田町１回
（２）参加者数　176名

　小児救急医療講習会等において、保護者、幼稚園教諭等にパンフレットを配布、説明し、適正受診の促進を図っ
ている。
　　パンフレット配布数（平成31年１月末現在）　約250部

（１）ガイドブック配布
　約1,400部を配布（平成31年１月末現在）　市町、消防本部と連携して実施する小児の応急手当講習会及び小児
救急医療講習会において配布したほか、県立中央病院の協力を得て小児救急患者の保護者を対象に救急外来
に置いて周知している。
（２）小児救急医療講習会開催(平成31年１月末現在９回開催）・講習会終了後のアンケート実施
　市町、各郡市地区医師会と連携し、小児科医を講師として小児救急医療講習会を開催しており、アンケートによ
り保護者等の要望、小児電話相談＃8000及び当講習会の認知度等を把握しながら行っている。

　県は、市町や各郡市医師会と連携し、小児の保護者等に対して急病時の対処方法のガ
イドブックの配布及び小児救急医療講習会を開催し、保護者の救急の知識の向上と不安
軽減に努めます。

　県及び関係機関は、周産期医療機関や医療従事者などの医療資源が効率的に活用さ
れるよう、機能分担や連携体制の確保に取り組み、地域においてセミオープンシステムを
構築するなど、病院、診療所の連絡・連携体制を整備します。

　周産期死亡率（出生千対）を平成32年度は4.3以下とします。

１　医療提供体制
（３）小児救急を含む小児
医療

　県は、小児の保護者等に対して、「小児救急電話相談窓口♯8000」の利用促進のパン
フレットを配布して意識の啓発に努め、適切に医療機関を受診するよう促します。

　小児救急医療講習会の開催数を平成30年度は8回とします。

　平成30年6月に周産期母子医療センターや妊婦健診施設の実務者（医師）による「産科セミオープン導入モデル
事業検討会」を立ち上げ、セミオープンシステムの導入について検討。
　平成31年1月15日から、村山地域において、モデル事業として運用開始。
　（平成31年1月開始時点で、参加施設16施設）

　平成29年の数値は平成31年3月末に公表予定。

項目 現状 

目  標 

2018 

（H30） 

2019 

（H31） 

2020 

（H32） 

2021 

（H33） 

2022 

（H34） 

2023 

（H35） 

小児救急医療講

習会の開催数 

8回 

（H28） 
8回 8回 9回 9回 10回 10回 

 

項目 現状 

目  標 

2018 

（H30） 

2019 

（H31） 

2020 

（H32） 

2021 

（H33） 

2022 

（H34） 

2023 

（H35） 

周産期死亡率 

（出生千対） 

5.0 

（H28） 
－ － 

4.3 

以下 
－ － 

4.3 

以下 
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第７次山形県保健医療計画　第３部地域編　村山地域二次保健医療圏（平成３０年度～３５年度）の進捗状況

項　　 目 実　　　　施　　　　状　　　　況計画目標・主な施策

主な
施策

　村山地域医療情報ネットワークアクセス数を平成30年度は20,000件とします。 ・平成29年度のアクセス数は22,347件であり、平成30年度の目標値を上回っている。
・平成30年4月から12月までのアクセス数は18,220件であり今年度末時点で昨年度実績を上回る見込みである。

主な
施策

　村山地域医療情報ネットワーク（べにばなネット）の活用事例の周知や、他のネットワー
クにおける多職種連携のあり方を検証するための研修会等を実施します。

　3月25日に開催予定の村山地域医療情報ネットワーク協議会において、活用事例報告を行い、来年度以降の参
加医療機関向上のための取組みに繋げる予定。

主な
施策

　県は、市町及び消防機関と連携して、AEDの使用方法を含む心肺蘇生法の講習会を開
催し応急手当の普及を図ります。

主な
施策

　県は、「かかりつけ医」の普及を推進し、適切に医療機関を受診するよう周知啓発しま
す。

主な
施策

　県は、「大人の救急電話相談窓口♯8500」のパンフレットを活用して意識の啓発に努
め、急病時の対処方法の普及と初期救急医療機関の適正受診を促進します。

救急告示病院の休日・夜間における軽症患者の割合を平成30年度は81%とします。１　医療提供体制
（５）救急医療

評価
目標

（６）医療連携

評価
目標

主な
施策

　消防機関、医療機関、医師会等の関係者で構成する村山地域救急搬送改善検討会に
おいて、救急搬送困難事例の解消に向けて検討していきます。

　県は、病病間、病診間、さらには介護施設等を含む地域連携パスの運用や医療情報の
共有化に向けた検討を行います。

　平成30年12月19日に村山地域医療情報ネットワーク各情報開示病院の担当者及びシステム事業者との会議を
開催し、地域連携パスの運用等について意見交換を実施。

　救急告示病院、消防機関等の関係機関と調整の上、平成31年度に開催する予定。
　平成30年３月22日に開催された検討会では当該事例に多い傷病が報告され、平成30年度に傷病者受入れに関
する基準が見直された。

　応急手当講習会など各種講習会において、参加者にパンフレットを配布、説明し、適正受診の促進を図ってい
る。
　　パンフレット配布数（平成31年１月末現在）　約250部

【AED普及推進事業】（平成31年１月末現在）
　市町、消防機関と連携し、ＡＥＤの使用方法を含む心肺蘇生法講習会（応急手当講習会）を開催し、普及を図っ
ている。
（１）講習会開催数　７回開催予定（６回開催済み）
　　山形市３回、天童市１回、寒河江市１回、朝日町１回　※３月中旬に山形市で開催予定
（２）受講者数　90名

（１）村山保健所と地域医療対策課のホームページで「かかりつけ医」について掲載し周知啓発している。
　　村山保健所HP「かかりつけ医を持ちましょう」、地域医療対策課HP「適正受診」
（２）小児救急医療講習会等において「かかりつけ医」の必要性について説明して適正受診の促進を図っている。

　平成30年度の軽症患者の割合は平成31年５月に集計予定。
　なお、平成29年度は80.3％（受診者数61,206人中軽症患者数49,148人）であり、平成28年度に比較し0.8％減で
あった。

項目 現状 

目  標 

2018 

（H30） 

2019 

（H31） 

2020 

（H32） 

2021 

（H33） 

2022 

（H34） 

2023 

（H35） 

救急告示病院の休

日・夜間における

軽症患者の割合 

81.1% 

（H28） 
81.0% 80.7% 80.4% 80.1% 79.8% 79.5% 

                                    

項目 現状 

目  標 

2018 

（H30） 

2019 

（H31） 

2020 

（H32） 

2021 

（H33） 

2022 

（H34） 

2023 

（H35） 

村山地域医療情報

ネットワーク 

（べにばなネッ

ト）アクセス数 

17,594

件 

（H28） 

20,000

件 

20,500

件 

21,000

件 

21,500

件 

22,000 

件 

22,500 

件 
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第７次山形県保健医療計画　第３部地域編　村山地域二次保健医療圏（平成３０年度～３５年度）の進捗状況

項　　 目 実　　　　施　　　　状　　　　況計画目標・主な施策

主な
施策

【がん検診精密検査受診率（住民検診）】
              　 Ｈ27年度実績　⇒　Ｈ28年度実績
　○胃がん　　　　87.4％　　　⇒　　　85.6％
　○肺がん　　　　87.0％　　　⇒　　　88.4％
　○大腸がん　　 79.1％　　　⇒　　　79.3％
　○乳がん　　　　91.5％　　　⇒　　　92.5％
　○子宮がん　　 77.5％　　　⇒　　　86.6％

◇平成30年度の実績については現在実施中でありデータなし。
◇がん検診推進強化月間等を通して、がん検診受診及び精密検査の受診の普及啓発を実施しており、胃がんを
除いては精検受診率は向上している。

　県及び市町は、喫煙する妊婦への禁煙支援に取り組み、受動喫煙の害から子どもを守
る環境を整えます。

【H30年12月末現在】
（１）禁煙週間に係る啓発活動の実施
　　①未成年者を対象とした啓発物品の提供（高等学校25校）
　　②啓発コーナーの設営によるパネル展示・啓発物品の配布等の実施（村山総合支庁の各玄関ロビー4か所）
（２）飲食店等を対象とした普及啓発の実施
　　①食品衛生責任者講習会における普及啓発活動（14回、881人）
　　②飲食店等への巡回訪問の実施
（４）禁煙及び受動喫煙防止を主テーマとした出前講座の実施
　　①生徒・学生を対象としたもの（5回、376人）
　　②企業等での実施（2回、100人）

評価
目標

　県は、市町や関係機関との検討会等を開催し、喫煙対策やがん検診受診率向上、精度
の確保・向上に向けた情報提供を行うとともに、効果的な事業の実施を支援します。

1  地域保健・職域保健連携推進会議の実施
(1)第1回：H31年2月13日開催(糖尿病重症化予防に向けた地域保健・職域保健の役割)
(2)第2回：H31年3月開催予定

　県は、子どもの頃からの適切な食習慣の定着、運動習慣者の増加、喫煙率の低下を目
指し、健康づくり支援者を対象とした研修会や地域住民を対象とした出前健康教室等、各
種事業を展開します。

２　地域の特徴的な疾病
対策
（１）がん

　がん検診精密検査受診率を平成34年度までに100%とします。

【H30年12月末現在】
（1）出前講座　　　　29 回　1102人
（2）各種研修会　　健康増進事業評価検討会（3月開催予定）
　　　　　　　　　　　　 地域保健・職域保健連携推進会議（2回開催 1回目 2月13日、2回目 3月開催予定）
　　　　　　　　　　　　 食生活改善推進員リーダー研修会（１回　48人）
　　　　　　　　　　　　 健康づくり運動指導者研修会（１回　67人）
　　　　　　　　　　　　 栄養施策担当者会議（4回：1回目8人、2回目10人、3回目 2月13日、4回目
　　　　　　　　　　　　 3月上旬開催予定）
　　　　　　　　　　　 　特定給食施設等栄養士研修会（2月27日開催予定）
（3）受動喫煙防止対策　  禁煙週間に係る啓発活動：啓発物品の提供　高等学校25校
　　　　　　　　　　　　　　　　　禁煙週間に係る啓発コーナーの設営：村山総合支庁の各玄関ロビー4か所
　　　　　　　　　　　　　　　　　食品衛生責任者講習会における普及啓発活動（14回、881人）

項目 現状 

目  標 

2018 

（H30） 

2019 

（H31） 

2020 

（H32） 

2021 

（H33） 

2022 

（H34） 

2023 

（H35） 

がん検診

精密検査

受診率 

胃がん 

87.4% 

（H27） 

－ － － － 100% － 

肺がん 

87.0% 

（H27） 

－ － － － 100% － 

大腸がん 

79.1% 

（H27） 

－ － － － 100% － 

子宮がん 

77.5% 

（H27） 

－ － － － 100% － 

乳がん 

91.5% 

（H27） 

－ － － － 100% － 
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第７次山形県保健医療計画　第３部地域編　村山地域二次保健医療圏（平成３０年度～３５年度）の進捗状況

項　　 目 実　　　　施　　　　状　　　　況計画目標・主な施策
２　地域の特徴的な疾病
対策
（２）糖尿病

主な
施策

　県は、地域保健と職域保健との連携による糖尿病重症化予防や健診等受診率向上に
関する検討会、共同事業を実施します。

1  地域保健・職域保健連携推進会議の実施
(1)第1回：H31年2月13日開催(糖尿病重症化予防に向けた地域保健・職域保健の役割)
(2)第2回：H31年3月14日開催予定
2　健康プログラムの実施
H30年10月19日～11月16日 事業所(1か所、参加者10人)

評価
目標

【メタボリックシンドローム該当者・予備群の割合（市町村国保）】
　　○メタボリックシンドローム該当者　Ｈ27年度　村山地域 15.5％　　⇒　　Ｈ28年度　村山地域 16.0％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（山形県 15.5％） 　⇒　　 　　　　　　  （山形県 15.9％）
　　○メタボリックシンドローム予備群　Ｈ27年度　村山地域 9.8％　　 ⇒　　 Ｈ28年度　村山地域 9.7％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（山形県 9.8％）　　⇒　　 　　　　　　  （山形県 9.7％）
【特定健康診査の受診率（市町村国保）】
　　○Ｈ27年度　44.3％　　⇒　　Ｈ28年度　44.6％

◇平成30年度の実績については現在実施中でありデータなし。
◇メタボリックシンドローム該当者については、Ｈ27→Ｈ28で0.5％増加、予備群については0.1％の減少となった。
◇特定健康診査の受診率については、Ｈ27→Ｈ28で0.3％増加している。

項目 現状 

目  標 

2018 

（H30） 

2019 

（H31） 

2020 

（H32） 

2021 

（H33） 

2022 

（H34） 

2023 

（H35） 

メタボリック

シンドローム

該当者・予備群

割合 

該当者割合 

15.5% 

（H27） 

15.3％ 15.2％ 15.0％ 14.8％ 14.6％ 14.5 

予備群割合 

9.8% 

（H27） 

9.4％ 9.1％ 8.7％ 8.3％ 8.0％ 7.5％ 

特定健康診査

の受診率 

（市町村国保） 

44.3% 

（H27） 
50％ 52％ 54％ 56％ 58％ 59％ 
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第７次山形県保健医療計画　第３部地域編　村山地域二次保健医療圏（平成３０年度～３５年度）の進捗状況

項　　 目 実　　　　施　　　　状　　　　況計画目標・主な施策
２　地域の特徴的な疾病
対策
（３）精神疾患等

主な
施策

　県は、市町や関係機関と連携し、住民や当事者家族を対象とした研修会や家族教室、
相談事業を行います。

山形県の人口10万人あたりの自殺者数(以下「自殺死亡率」)は、平成29年19.2人(全国平均16.4人)で全国7位だっ
た。自殺死亡率は、前年(19.9人)と比べ減少し、自殺者数同様平成18年のピーク時より徐々に減少傾向にある。

評価
目標

　自殺死亡率（人口10万対）を平成30年度は16.9とします。

（１）精神障がいに関する知識の普及・啓発のための講演会(アルコール依存障害対策推進フォーラム）の開催
　　内　 容：精神障がい者に対する誤解や社会的偏見を是正し、精神障がい者の社会復帰及びその自立と社会
　　　　　 　　経済活動への参加に対する地域住民、支援関係者等の理解を深めるため、講演会、地域交流会等
               の開催等により正しい知識の普及を図る。
　　　　　　　　※３０年度はアルコール問題啓発週間（11月10～16日）に合わせて、県民や関係者に広くアルコール
　　　　　　　　　　関連問題に関する関心と理解を深めることを目的に講演会等を開催。
　　開催日：平成３０年１１月１１日（日）
　　会　 場：山形市保健センター
　　参加者：８４名
（２）精神保健福祉相談の実施
　　内   容：精神科医師による定期相談を月２回、保健師による相談を随時実施。
　　実施状況：精神科医師による定期相談延３３件、保健師による相談延１５８件、電話相談延２６９１件
　　　　　　　　　（平成３０年１２月末現在）
（３）ひきこもり相談の実施
　　内　 容：精神科医師による相談を月２回、保健師による相談を随時実施。
　　実施状況：精神科医師による定期相談延４９件、保健師による相談延９４件、電話相談延１７１件
　　　　　　　　　（平成３０年１２月末現在）
（４）ひきこもり家族教室の開催
　　内　 容：ひきこもりについての理解を促し、家族の負担や孤立感を和らげ心の安定を図るため、専門家（精神
                科医師や臨床心理士等）の講話等を開催。
　　実施状況：年４回実施（平成３０年１１月９日(金)、１１月１９日(月)、１２月１１日(火)、平成３１年２月２８日（木）
　　参 加 者：５８名（参加者数、延人数）
（５）うつ病家族教室の開催
　　内　 容：うつ病に関する知識や情報を提供し、家族が病気への理解を深め、対応について学ぶことで患者の
　　　　　　　療養を支え、病気の回復につなげるため、また、家族同士が悩みを共感し合う場を提供することで、
              家族自身がより安定した生活が送れるよう支援するための講話等を開催。
　　実施状況：年３回実施（平成３０年７月２７日(金)、８月２１日(火)、８月３１日(金)）
　　参 加 者：３６名（３回実施の参加者数、延人数）

項目 現状 

目  標 

2018 

（H30） 

2019 

（H31） 

2020 

（H32） 

2021 

（H33） 

2022 

（H34） 

2023 

（H35） 

メタボリック

シンドローム

該当者・予備群

割合 

該当者割合 

15.5% 

（H27） 

15.3％ 15.2％ 15.0％ 14.8％ 14.6％ 14.5 

予備群割合 

9.8% 

（H27） 

9.4％ 9.1％ 8.7％ 8.3％ 8.0％ 7.5％ 

特定健康診査

の受診率 

（市町村国保） 

44.3% 

（H27） 
50％ 52％ 54％ 56％ 58％ 59％ 

                                    

項目 現状 

目  標 

2018 

（H30） 

2019 

（H31） 

2020 

（H32） 

2021 

（H33） 

2022 

（H34） 

2023 

（H35） 

自殺死亡率 

（人口 10万対） 

18.4 

（H27） 
16.9 16.4 15.9 15.4 14.9 14.4 

                                    

2016 2017 2018
（H27） （H28） （H29）

※厚生労働省「人口動態統計調査」より　H30年の自殺死亡率の公表はH31年3月予定

19.2

18.5 16.8 16.4
自殺死亡率

山形県

全国

21.7 19.9

項目
年
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第７次山形県保健医療計画　第３部地域編　村山地域二次保健医療圏（平成３０年度～３５年度）の進捗状況

項　　 目 実　　　　施　　　　状　　　　況計画目標・主な施策
２　地域の特徴的な疾病
対策
（３）精神疾患等

　県は、精神障がい者やひきこもり者に対する支援技術を向上させるため、支援者対象の
研修会や事例検討会を開催します。

精神保健福祉に関わる支援者の支援技術を向上させるため研修会を開催。
（１）精神保健福祉研修会の開催
　　　内　 容：対応困難事例をテーマにしたグループワーク（事例検討）を行い、精神科医師より助言を受ける。
　　　開催日：平成３１年３月１１日（月）（開催予定）
（２）精神障がいに関する知識の普及・啓発のための講演会
                                                           (アルコール依存障害対策推進フォーラム）の開催【再掲】
　　内　 容：精神障がい者に対する誤解や社会的偏見を是正し、精神障がい者の社会復帰及びその自立と社会
　　　　　 　　経済活動への参加に対する地域住民、支援関係者等の理解を深めるため、講演会、地域交流会
               の開催等により正しい知識の普及を図る。
　　　　　　　　※３０年度はアルコール問題啓発週間（11月10～16日）に合わせて、県民や関係者に広くアルコール
　　　　　　　　　　関連問題に関する関心と理解を深めることを目的に講演会等を開催。
　　開催日：平成３０年１１月１１日（日）
　　会　 場：山形市保健センター
　　参加者：８４名
（３）自殺対策研修会の開催
　　　内　 容：自殺未遂者が抱える複数の悩みに重層的に支援を行える体制を構築して、自殺の再企図を防
　　　　　　　　止することを目的に研修会を開催。
　　　開催日：平成３０年１２月１１日（月）
　　　会　 場：山形県高度技術開発センター
　　　参加者：９６名
(４）ひきこもり支援者研修会
　　内　 容：身近な相談窓口である市町、NPO等相談支援機関が実践的にひきこもり支援を行えるよう、相談
　　　　　　　 窓口の充実と関係職員の実践力の向上を目指すため、以下のとおり系統立てた研修会を開催する。
　　　　　　　　①基礎研修･･･ひきこもりについての基本的な知識や支援方法等を学ぶ研修（置賜保健所と共同開催）
　　　　　　　　②実践研修･･･実際にあった事例をもとにグループワークを行い、基礎研修で学んだ知識をより実践
　　　　　　　　　　　　　　　　　　で活かすための方法を学ぶ研修
　　開催日：①基礎研修･･･平成３０年７月３０日（月）、８月３０日（木）、９月２５日（火）
　　　　　　　 ②実践研修･･･平成３０年１０月２５日（木）、１１月３０日（金）
　　会　 場：村山総合支庁
　　参加者：①基礎研修･･･１６４名（村山地域からの参加者）
　　　　　　　 ②実践研修･･･ ６２名

主な
施策
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第７次山形県保健医療計画　第３部地域編　村山地域二次保健医療圏（平成３０年度～３５年度）の進捗状況

項　　 目 実　　　　施　　　　状　　　　況計画目標・主な施策
２　地域の特徴的な疾病
対策
（３）精神疾患等

主な
施策

　県は、保健・医療・福祉等関係者との連携を促進するため、事例検討会や連絡協議会
等を開催します。

　県は、精神科救急医療システムの円滑な推進を目的に、精神科救急情報センターの運
営や緊急時の適切な対応や体制について、精神科病院や関係機関との場で検討しま
す。

　管内の精神科医療施設数は、精神科病院が１１施設で精神科病床数は２２１６床、精神科診療所が１３施設と
なっている。
　また、精神科救急医療施設の指定病院数は6施設となっている（平成３０年６月３０日現在）。
（１）精神科救急に関する事例検討会の実施
　　　内　 容：精神科救急医療施設、精神科病院、警察、消防等の関係者が精神科救急の適切な対応について、
　　　　　　　　 協議を行う。
　　　開催日：平成３０年１１月１７日（土）
（２）精神科救急医療システム連絡調整委員会の開催
　　　内　 容：精神科救急に関する緊急時対応の課題等について、効率的な対策を検討する。
　　　開催日：平成３１年３月１３日（水）(開催予定)
（３）精神保健福祉事例検討会【再掲】
　　　内　 容：精神科未受診者、医療中断者、治療継続困難者、生活困窮者等地域の生活者が、適切な精神科
　　　　　　 　　医療を受けられるように、体制の構築と連携の強化を行う。
　　  開催状況：実施延回数：４４回（平成３０年１２月末現在）
　　　参集機関：市町村・地域包括支援センター・社会福祉協議会・精神科病院・消防・警察・保護観察所等

（１）精神保健福祉研修会の開催【再掲】
　　　内　 容：対応困難事例をテーマにしたグループワーク（事例検討）を行い、精神科医師より助言を受ける。
　　　開催日：平成３１年３月１１日（月）（開催予定）
（２）精神保健福祉事例検討会
　　　内　 容：精神科未受診者、医療中断者、治療継続困難者、生活困窮者等地域の生活者が、適切な精神
　　　　　　　　科医療を受けられるように、体制の構築と連携の強化を行う。
　　  開催状況：平成30年度検討会の実施延回数：４４回（H30.12末現在）
　　　参集機関：市町村・地域包括支援センター・社会福祉協議会・精神科病院・消防・警察・保護観察所等
（３）自殺未遂者支援相談事業事例検討会
　　　内　 容：自殺未遂者への効果的な支援につなげることを目的として、具体的事例について専門家から助
　　　　　　　　言を得ながら事例検討会を開催。
　　  開催状況：平成30年度検討会の実施回数：年３回
　　　参集機関：市町村・地域包括支援センター・社会福祉協議会・精神科病院・警察等
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第７次山形県保健医療計画　第３部地域編　村山地域二次保健医療圏（平成３０年度～３５年度）の進捗状況

項　　 目 実　　　　施　　　　状　　　　況計画目標・主な施策
２　地域の特徴的な疾病
対策
（４）その他
（感染症対策）

主な
施策

　県は、新型インフルエンザ等の新興・再興感染症の発声に備えた想定訓練、研修会、関
係機関連絡調整会議等を実施します。

（１）新型インフルエンザ患者発生想定訓練（関係機関との合同訓練）
　　実施日：平成31年 1月19日　　　　会場：山形市立病院済生館　　　参加機関（者）数：６機関（36人）
　　内容：感染防護具の着脱、患者の受診誘導・連携体制、院内における受入れ手順及び役割分担等を確認
（２）新型インフルエンザ等対策研修会の開催
　　開催日：平成31年１月９日　　　　会場：村山総合支庁本庁舎　　参加者数：100人
　　内容：新型インフルエンザ等感染症危機管理のポイントをテーマとした講演と県・村山地域における対策の説
明
（３）感染症対策連絡会議（新型インフルエンザ等対策医療体制に関する検討会）
　　開催日：平成30年12月５日　　　　会場：山形市医師会館　　　　　参加者数：50人
　　内容：新型インフルエンザ等感染症の入院診療における役割分担、受入病床の確保・調整について協議

評価
目標

　感染性胃腸炎集団発生報告件数を平成30年度は13件とします。 感染性胃腸炎集団発生報告件数　平成30年度（H31.2.1現在）　　５件

　県は、高齢者福祉施設や保育施設等を対象とした感染症予防研修会を実施します。 （１）高齢者福祉施設等を対象とした研修会の開催
　　開催日：平成30年10月  5日　　　会場：西村山地域振興局　　　　参加施設（者）数：49施設（67人）
　　開催日：平成30年10月11日　　　会場：北村山地域振興局　　　　参加施設（者）数：52施設（82人）
　　開催日：平成30年10月19日　　　会場：村山総合支庁本庁舎 　　参加施設（者）数：43施設（69人）
（２）保育施設等を対象とした研修会の開催
　　開催日：平成30年  9月 3日　　　　会場：村山総合支庁本庁舎　　参加施設（者）数：100施設（129人）

項目 現状 

目  標 

2018 

（H30） 

2019 

（H31） 

2020 

（H32） 

2021 

（H33） 

2022 

（H34） 

2023 

（H35） 

感染性胃腸炎集団

発生報告件数 

13件 

（H28） 
13件 13件 13件 12件 12件 12件 
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第７次山形県保健医療計画　第３部地域編　村山地域二次保健医療圏（平成３０年度～３５年度）の進捗状況

項　　 目 実　　　　施　　　　状　　　　況計画目標・主な施策
３　在宅医療の推進
（１）在宅医療の充実

主な
施策

　県は、入院時からの退院支援に向けた取組みを支援するとともに、地域で共通の退院
調整ルールの策定と活用による連携促進に取り組みます。

（１）在宅医療・介護連携に関する情報交換会の開催（入退院調整ルールの必要性と課題等について検討）
　開催日：平成30年7月30日　　会場：村山保健所
　参集者：市町、医療機関、在宅医療・介護連携拠点の担当者等
（２）入退院調整ルールの統一に向けた東南村山地域検討会の開催
　開催日：平成30年8月6日　　会場：村山保健所
　参集者：市町、在宅医療・介護連携拠点の担当者等
（３）村山地域「地域包括ケアシステム構築に係る医療・介護合同会議」の開催（各回2会場で開催）
　開催日：第1回：平成30年12月12日及び13日　　会場：山形県看護協会及び西村山地域振興局
　　　　　　　第2回：平成31年1月16日及び18日　　会場：山形ビッグウイング及び北村山地域振興局
　参集者：地区医師会等、病院、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、市町等
（４）村山地域保健医療協議会　在宅医療専門部会　入退院調整ルール検討プロジェクトの開催
　開催日：第1回：平成30年12月25日　第2回：平成31年1月28日　会場：村山保健所
　参集者：地区医師会・病院・介護支援専門員等の関係団体、市町等
（５）村山地域「地域包括ケアシステム構築に係る医療・介護合同会議（合同説明会）」の開催（3月26日開催予定）

　県は、村山地域医療情報ネットワーク（べにばなネット）を活用した円滑な在宅医療への
移行のための連携強化に取り組みます。

評価
目標

平成30年12月19日に各情報開示病院の担当者及びシステム事業者との会議を開催し、参照診療所の参加率向
上及び利便性向上等について意見交換を実施。

　県及び関係機関は、訪問診療・訪問歯科診療・訪問看護・訪問薬剤管理指導等に対す
る理解を深めるための研修会等の開催により、医療・介護等の関係者の在宅医療に対す
る理解を促進し、在宅医療に取り組む関係者の増加・充実を図ります。

（１）山形在宅ケア研究会の活動に対する活動支援
・勉強会の開催（原則として毎月第３木曜日）等
（２）山形県在宅医療推進事業費補助金を活用した事業の実施
・平成30年度は７団体が在宅医療推進に向けた取組みを実施

　県は、医療・介護等の関係者に対するターミナルケア（人生の最終段階におけるケア）
の理解や知識の向上を目的とした研修会等の開催及び『高齢者施設等における看取りの
手引き』の配布等により、在宅及び介護施設等における看取り体制の充実に取り組みま
す。

（１）在宅療養推進地域フォーラムの開催
　「超高齢社会の医療選択にかかわる意思決定支援」と題して保健・医療・福祉関係者、市町職員、一般住民等を
対象に講演会を3月26日に開催予定。
（２）ホームページを活用した情報提供の実施
　『看取りの手引き（改定版）』等を保健所ホームページに掲載し情報提供を実施。

　訪問診療の実施件数を平成32年度は3,663件とします。 平成29年10月1日時点（直近）の数値は3,892件。目標値に達している状況であるが、今後も推移を注視しつつ、引
き続き各種施策を取組んでいく。

項目 現状 

目  標 

2018 

（H30） 

2019 

（H31） 

2020 

（H32） 

2021 

（H33） 

2022 

（H34） 

2023 

（H35） 

訪問診療の実施件

数（訪問診療を受

けている患者数） 

3,336

件/月 

（H26） 

－ － 
3,663件 

/月 
－ － 

3,876

件/月 

                                    

①山形県看護協会 ②山形県歯科医師会 ③山形県薬剤師会 

④山形市医師会 ⑤山形県訪問看護ステーション連絡協議会 

⑥北村山地区医師会 ⑦山形県理学療法士会 

10



第７次山形県保健医療計画　第３部地域編　村山地域二次保健医療圏（平成３０年度～３５年度）の進捗状況

項　　 目 実　　　　施　　　　状　　　　況計画目標・主な施策
３　在宅医療の推進
（１）在宅医療の充実

主な
施策

　県は、在宅医療関係者による協議の場を設置し、多職種が連携を図ることにより地域の
課題解決に取り組む体制を整備します。

（１）在宅医療・介護連携に関する情報交換会の開催
　開催日：平成30年7月30日　　会場：村山保健所
　参集者：市町、医療機関、在宅医療・介護連携拠点の担当者等
（２）村山地域保健医療協議会　在宅医療専門部会の開催
　開催日：平成30年10月19日、平成31年2月22日　　会場：山形市医師会館
　参集者：地区医師会等の関係団体、市町等

　県は、多様化する難病患者や医療的ケア児の個別相談支援を実施し、在宅療養生活
の支援に取り組みます。

【難病患者及び医療的ケア児（小児慢性特定疾病児童）個別支援の実施】
（１）訪問等による相談支援（H30.4.1～H30.12.31）
　　　訪問：保健師　実40人　延55人　　難病相談支援センター訪問相談員　実12人　延18人
（２）個別ケアプラン会議（H30.4.1～H30.12.31）
　　　実４人　延４回　　対象疾患：筋萎縮性側索硬化症、プリオン病
（３）患者会との連携・支援
　　　ALS協会総会（H30.6.9）及び井戸端会議（患者・家族交流会Ｈ30.9.29、H31.3.13）の活動を支援し、患者会活
動と連携

　県は、難病患者や医療的ケア児を支援する関係機関との連携を強化し大規模災害対応
を含めた地域における在宅療養支援体制の充実を図ります。

【在宅療養支援体制の整備促進】
（１）村山地域難病対策地域協議会の開催（H31.2.27開催   於：村山保健所）
　　　関係機関との情報交換・課題の共有、具体的方策の検討
（２）村山地域医療的ケア児支援連絡会の開催（Ｈ31.1.31準備会、Ｈ31.3.14予定   於：村山総合支庁本庁舎  ）
　　　現状及び課題の把握、関係機関との情報交換等
【在宅療養人工呼吸器装着者の災害時支援体制の充実】
（１）個別支援ツールの活用
　　保健師による家庭訪問時に配布。災害発生時の対応を確認し、かかりつけ医等関係機関と情報を共有
　　　在宅療養人工呼吸器装着者（気管切開）19人　個別支援ツール利用者12人　（H31.1.31現在）
（２）災害時要安否確認者への対応
　　災害発生時の速やかな安否確認体制の整備
　　市町の避難行動要支援者対策への反映に向けた、難病患者の状況等についての情報の共有

　県は、保健・医療・福祉・介護の多職種の連携強化や在宅医療に取り組む人材の育成
等を目指した地域の自主的な活動に対する支援を行い、在宅医療の提供体制の充実を
図ります。

（１）山形在宅ケア研究会の活動に対する活動支援
・勉強会の開催（原則として毎月第３木曜日）等
（２）山形県在宅医療推進事業費補助金を活用した事業の実施
・平成30年度は７団体が在宅医療推進に向けた取組みを実施

　県及び関係機関は、住民や家族を対象とした講演会等の開催により、在宅医療や看取
りに対する理解の促進に取り組みます。

（１）在宅療養推進地域フォーラムの開催
　「超高齢社会の医療選択にかかわる意思決定支援」と題して保健・医療・福祉関係者、市町職員、一般住民等を
対象に講演会を3月26日に開催予定。
（２）ホームページを活用した情報提供の実施
　『看取りの手引き（改定版）』等を保健所ホームページに掲載し情報提供を実施。

①山形県看護協会 ②山形県歯科医師会 ③山形県薬剤師会 

④山形市医師会 ⑤山形県訪問看護ステーション連絡協議会 

⑥北村山地区医師会 ⑦山形県理学療法士会 

11



第７次山形県保健医療計画　第３部地域編　村山地域二次保健医療圏（平成３０年度～３５年度）の進捗状況

項　　 目 実　　　　施　　　　状　　　　況計画目標・主な施策
（２）介護との連携

　県は、広域的な退院調整ルールの策定・運用を推進し、地域の医療・介護関係者間の
情報共有・連携を支援していきます。

（１）在宅医療・介護連携に関する情報交換会の開催
　開催日：平成30年7月30日　　会場：村山保健所
　参集者：市町、医療機関、在宅医療・介護連携拠点の担当者等
（２）入退院調整ルールの統一に向けた東南村山地域検討会の開催
　開催日：平成30年8月6日　　会場：村山保健所
　参集者：市町、在宅医療・介護連携拠点の担当者等
（３）村山地域「地域包括ケアシステム構築に係る医療・介護合同会議」の開催（各回2会場で開催）
　開催日：第1回：平成30年12月12日及び13日　　会場：山形県看護協会及び西村山地域振興局
　　　　　　　第2回：平成31年1月16日及び18日　　会場：山形ビッグウイング及び北村山地域振興局
　参集者：地区医師会等、病院、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、市町等
（４）村山地域保健医療協議会　在宅医療専門部会　入退院調整ルール検討プロジェクトの開催
　開催日：第1回：平成30年12月25日　第2回：平成31年1月28日　会場：村山保健所
　参集者：地区医師会・病院・介護支援専門員等の関係団体、市町等
（５）村山地域「地域包括ケアシステム構築に係る医療・介護合同会議（合同説明会）」の開催（3月26日開催予定）
（6）ホームページを活用した情報提供の実施（3月末予定）

主な
施策

（１）在宅医療・介護連携に関する情報交換会の開催
　開催日：平成30年7月30日　　会場：村山保健所
　参集者：市町、医療機関、在宅医療・介護連携拠点の担当者等

（１）在宅医療・介護連携に関する情報交換会の開催
　開催日：平成30年7月30日　　会場：村山保健所
　参集者：市町、医療機関、在宅医療・介護連携拠点の担当者等
（２）村山地域「地域包括ケアシステム構築に向けた医療・介護合同会議」の開催（各回2会場で開催）
　開催日：第1回：平成30年12月12日及び13日　　会場：山形県看護協会及び西村山地域振興局
　　　　　　　第2回：平成31年1月16日及び18日　　会場：山形ビッグウイング及び北村山地域振興局
　参集者：地区医師会等、病院、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、市町等
（３）村山地域「地域包括ケアシステム構築に係る医療・介護合同会議（合同説明会）」の開催（3月26日開催予定）

　県は、連携拠点の職員の資質向上・情報共有に向けた研修会等を開催し、在宅医療・
介護連携拠点の機能強化を図ります。

　県は、在宅医療・介護連携拠点及び市町との情報共有・連携を図り、先進事例の提供
や意見交換会の開催を通して、市町の取組を支援していきます。
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